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意　見 意見への対応状況
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1305 02071 一般
地方創生対策推進費（北海道移住
サポート推進事業費）

若者等を中心とした首都圏等から道
内への移住希望者等に対する支援
を実施する。

地域政
策課

29,309 15,239 0.5 1.3 1.8 43,367
改善
（指標
分析）

新型コロナウイルス感染症をきっか
けとした地方移住への関心の高まり
を捉え、「しごと・住まい・暮らし」など
の情報の一元的な発信や総合的な
窓口の運営、首都圏に向けたPRを
行うとともに、首都圏でのイベント開
催が困難となったことから、今後は
オンラインと対面のハイブリッドでの
取組を行うなど、効果的な事業実施
を検討する。

○

東京の相談センターはＲ2年7月から
オンライン対応も開始したほか、「北
海道とつながるカフェ」を全てオンラ
イン対応により実施した。今後はオ
ンラインと対面のハイブリッドでの取
組を進める。

改善

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響
により、特に首都圏ではテレワークの活用など
場所にとらわれない働き方が広がったこともあ
り、そうした新しい働き方・暮らし方に対応した
相談・支援体制の充実を図るとともに、遠隔地
においても本道への移住を検討できるよう、市
町村にオンラインを活用したプロモーション手法
を共有し受入体制の強化に努める。
（事業名：北海道移住受入体制強化事業）

1 一般 相談体制 ④ 20,058 10,197 － ④ ①
一部オンラインによる相談、窓口対
応を実施

－ ⑥ ①
一部オンラインによる相談、窓口対
応を実施

○ ①
一部オンラインによる相談、窓口対
応を実施

2 一般 首都圏若年者関係人口創出 ① 9,251 5,042 － ④ ①
一部オンラインによるセミナーを実
施

－ ⑥ ①
一部オンラインによるセミナーを実
施

○ ①
一部オンラインによるセミナーを実
施

1315 02071 一般 官民連携北海道応援フェア事業 ①

北海道の魅力や北海道への関わり
方の情報提供を行う「ほっかいどう
応援フェア」を開催するとともに、地
域のニーズと地域との関わりに興
味･関心を持つ札幌市民とを関係人
口としてつなぐ仕組みを構築する。

地域政
策課

1,943 1,502 1.3 1.8 3.1 26,154
改善
（指標
分析）

新型コロナウイルス感染症の拡大
により、首都圏でのイベント開催が
難しい状況のため、今後オンライン
も含めた開催手法を検討する。

－ ④ ②
オンラインも含めた開催手法を検討
する。

－ ⑥ ②
オンラインも含めた開催手法を検討
する。

○ ②
オンラインも含めた開催手法を検討
する。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

改善

今後も新型コロナウイルス感染症の拡大の状
況を見据え、首都圏企業や社員に対し、北海道
の魅力や関わり方を発信し、関係人口の創出・
拡大に向け、オンライン開催も含め効果的な事
業執行に努める。

○ ○ ○

ゼロカーボン北海道及び北海道
Society5.0の推進に向け、北海道を
PRするフェアについては、今年度新
型コロナウイルスの感染拡大を受
け、オンライン開催としたところであ
り、その結果等を踏まえ、オンライン
開催も含めた効果的な事業執行に
努める。

1408 02071 一般
地域づくり推進費（北の大地への交
流・定住促進事業）

②

北海道への移住・定住の促進を図
るため、地域の受入体制づくりへの
支援や情報発信等の取組を実施す
るほか、地域おこし協力隊の定住定
着支援を実施する。

地域政
策課

2,402 2,402 0.8 3.3 4.1 34,423 現状維
持

引き続き、地域における移住・定住
の取組を支援する。

－ ④ ① 一部会議・打合せをオンラインによ
り実施

－ ⑥ ① 一部会議・打合せをオンラインによ
り実施

○ ① 一部会議・打合せをオンラインによ
り実施

現状維
持

1309 02071 一般
地方創生対策推進費（北海道型
ワーケーション普及･展開事業費

首都圏企業に注目されているワー
ケーションの取組を拡充し、関係人
口の更なる掘り起こしを図る。

地域政
策課

10,363 5,661 1.5 0.6 2.1 26,764 拡充

オール北海道によるワーケーション
の更なる推進に向け、特に首都圏
企業等を対象としたプロモーション
や受入連携体制構築を強化する。

・北海道Society5.0を推進し、安全・
安心で豊かな生活を送ることができ
る社会を実現するため、取組の一層
の推進を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

年度を通して受入体制等検討会議
（３回）をオンラインで実施している
ほか、３月に予定する普及推進会議
もオンライン開催を予定。さらに、
「ワーケーション」の特性を生かし、
オンライン方式を活用した企業面談
やPR活動も積極的に行っており、今
後も取組を継続する。

1 一般 北海道型ワーケーションPR ① 8,854 4,651 － ④ ① 一部オンラインによるPRを実施。 ○ ⑥ ① 一部オンラインによるPRを実施。 ○ ① 一部オンラインによるPRを実施。

2 一般 受入体制等検討会議 ② 484 242 － ④ ②
オンラインによる会議を実施済み。
今後の会議も状況を鑑み、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ⑥ ②
オンラインによる会議を実施済み。
今後の会議も状況を鑑み、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ②
オンラインによる会議を実施済み。
今後の会議も状況を鑑み、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ○ ○

3 一般 普及推進会議 ② 514 257 － ④ ②
開催時期の状況を踏まえ、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ⑥ ②
開催時期の状況を踏まえ、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ②
開催時期の状況を踏まえ、オンライ
ンの活用も検討する。

○ ○ ○

4 一般 実地状況確認 ③ 511 511 － ④ ① 一部調査をオンラインにて実施。 ○ ⑥ ① 一部調査をオンラインにて実施。 ○ ① 一部調査をオンラインにて実施。

1429 - 一般
北海道移住受入体制構築・魅力発
信事業

道内への移住者の増加を図るた
め、道内市町村を対象にオンライン
や動画を活用 したＰＲ手法の研修
の実施やＷｅｂを活用したターゲティ
ング広告を行い、新たな移住関心層
に対するＰＲを実施する。

地域政
策課

10,000 0 0.6 0.9 1.5 21,715 終了

北海道総合計画において、「北海道
のポテンシャルを活かした移住・交
流の促進」を位置づける（改訂する）
ところであり、また、新型コロナを契
機とした地方への関心の高まりを
「地方への新たな人の流れ」として
いく国の方針も踏まえ、今後も引き
続き移住に向けた取組は必要であ
る。

終了

1 一般 優良事例調査 ③ 310 0 0.0 310 － ④ ①
オンラインによるヒアリング調査を実
施

－ ⑦ ①
オンラインによるヒアリング調査を実
施

○ ①
オンラインによるヒアリング調査を実
施

2 一般
委託業務（オンライン活用研修、動
画作成研修、移住ＰＲ）

① 9,690 0 0.0 9,690 － ④ ①
一部の取組（移住PR）をオンライン
により実施

－ ⑥ ①
一部の取組（移住PR）をオンライン
により実施

○ ①
一部の取組（移住PR）をオンライン
により実施

0 54,017 24,804 4.7 7.9 12.6 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

北海道移住受入体制強化事業、北海道とつながるカフェ事業
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計
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

移住・定住の推進
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